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介護支援専門員の資格介護支援専門員の資格介護支援専門員の資格介護支援専門員の資格管理管理管理管理について（平成２２について（平成２２について（平成２２について（平成２２年度版）年度版）年度版）年度版）    

介護支援専門員の資格について、平成 18年 4月より、有効期間が定められた登録制度が設

けられました。有効期間の更新には、所定の研修の受講→更新申請が必須です。更新申請を

行わず、介護支援専門員業務に従事した場合は、介護保険法第 69 条の 39 第 3 項の規定によ

り、介護支援専門員の登録を消除（取消し）となります。従事する介護支援専門員の資格管

理（有効期間の把握・証の携行の指導等）に努め、有効期間の更新ができていない介護支援

専門員に業務に従事させることのないよう、下記の点に十分ご留意願います。 

 

ⅠⅠⅠⅠ    岡山県で発行された旧登録証岡山県で発行された旧登録証岡山県で発行された旧登録証岡山県で発行された旧登録証（Ａ４判と携帯用の２種、写真なし）（Ａ４判と携帯用の２種、写真なし）（Ａ４判と携帯用の２種、写真なし）（Ａ４判と携帯用の２種、写真なし）のののの    

有効期間有効期間有効期間有効期間満了日満了日満了日満了日    

登録年月日※1 有効期間満了日※2 更新研修（初回）受講年度 

平成 17 年 3 月 11 日 平成 23 年 3 月 11 日 平成 22 年度 

平成 18 年 3 月 23 日 平成 23 年 3 月 23 日 平成 22 年度 

    

①登録年月日①登録年月日①登録年月日①登録年月日((((※※※※1111))))が上記より以前の介護支援専門員が上記より以前の介護支援専門員が上記より以前の介護支援専門員が上記より以前の介護支援専門員    

・更新申請に基づき、介護支援専門員証（有効期間記載、写真付き）を交付済み。 

・旧登録証は、県に返納。 

    

    

    

    

    

    

    

②登録年月日②登録年月日②登録年月日②登録年月日((((※※※※1111))))が上記の介護支援専門員が上記の介護支援専門員が上記の介護支援専門員が上記の介護支援専門員    

・平成 22 年度実務従事者向け更新研修（平成 22 年 6 月～9 月に開催）、平成 22 年度実務

未経験者向け更新研修（平成 23 年 1 月～3 月（現在開催中））、平成 18 年度以降の専門

研修課程Ⅰ、Ⅱを修了した者は、有効期間満了日(※2)までに必ず更新申請を行う。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

介護支援専門員の新規雇用、変更の際の資格確認には、必ず介護支援専門員証（有効期間記載、

写真付き）の提示を求め、有効期間を確認し、携行するよう指導すること。 

旧登録証しか持っていない＝更新していない＝介護支援専門員として配置不可 

（業務についた場合は、登録消除の対象になる・・・介護保険法第 69条の 39第 3 項第 3号） 

平成 22年 2月～3月中に、介護支援専門員を新規雇用、変更する際には、更新に係る研修を

受講しているか、交付申請しているか、必ず確認すること。 

※研修未受講・未修了（更新できない）→有効期間満了後は介護支援専門員として配置不可 

○介護支援専門員証の交付（予定） 

・実務従事者向け更新研修又は、専門研修課程Ⅰ・Ⅱ修了者・・・平成 23年 2月末 

・実務未経験者向け更新研修修了者・・・平成 23年 3月末 

（すぐに業務に従事予定の者へは 3月上旬の交付） 

介護支援専門員証交付後は、介護支援専門員証の有効期間を確認し、携行するよう指導するこ

と。 
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ⅡⅡⅡⅡ    平成平成平成平成 18181818 年年年年 4444 月月月月 1111 日以降、日以降、日以降、日以降、岡山県で岡山県で岡山県で岡山県で登録された介護支援専門員登録された介護支援専門員登録された介護支援専門員登録された介護支援専門員    

登録年月日 有効期間満了日 更新研修（初回）受講年度 

平成18年4月1日以降 介護支援専門員証に記載 有効期間満了日の１年前の日

付が属する年度 

・介護支援専門員として配置するためには、登録とは別に介護支援専門員証の交付を受けて

いることが必要。登録を受けているだけでは、介護支援専門員業務に従事できない。 

 

 

 

    

    

    

ⅢⅢⅢⅢ    更新に係る研修を未受講更新に係る研修を未受講更新に係る研修を未受講更新に係る研修を未受講・未修了・未修了・未修了・未修了で、有効期間満了日を経過したで、有効期間満了日を経過したで、有効期間満了日を経過したで、有効期間満了日を経過した    

介護支援専門員介護支援専門員介護支援専門員介護支援専門員    

・再研修（年 1 回 1 月～3 月に開催）を修了した後、介護支援専門員証の交付を受ければ、

介護支援専門員として配置可能となる。 

 

ⅣⅣⅣⅣ    他の都道府県で登録されている介護支援専門員他の都道府県で登録されている介護支援専門員他の都道府県で登録されている介護支援専門員他の都道府県で登録されている介護支援専門員    

・旧登録証の有効期間満了日は、岡山県で登録されている者と異なる。 

（有効期間満了日が不明な場合は、登録先の都道府県に照会が必要。） 

・資格に関する各種届出・申請は、登録先の都道府県に行うことになる。 

（岡山県で更新研修、専門研修課程Ⅰ、Ⅱを受講していても、更新申請は登録先の都道府 

県に行う。） 

・岡山県内の事業所で介護支援専門員として配置されている（配置予定含む）場合は、岡 

 山県への登録の移転が可能。 

 

ⅤⅤⅤⅤ    ２回目以降２回目以降２回目以降２回目以降のののの有効期間の更新をするためには有効期間の更新をするためには有効期間の更新をするためには有効期間の更新をするためには    

 

①介護支援専門員証の有効期間中に実務に従事又は従事していた経験があり、かつ初回更

新時に専門研修課程Ⅰ、Ⅱまたは、実務従事者向け更新研修を修了した者 

↓ 

有効期間満了日の 1年前の日付が属する年度に専門研修課程Ⅱを受講すること。 

 

②介護支援専門員証の有効期間中に実務に従事または従事していた経験はあるが、初回更

新時に未経験者向け更新研修を修了した者 

↓ 

有効期間満了日の 1 年前の日付が属する年度に実務従事者向け更新研修を受講すること。 

 

③介護支援専門員証の有効期間満了までに実務経験の無い者 

↓ 

有効期間満了日の 1 年前の日付が属する年度に実務未経験者向け更新研修を受講するこ

と。 

介護支援専門員の新規雇用、変更の際の資格確認には、介護支援専門員証（有効期間記載、写

真付き）の提示を求め、有効期間を確認し、携行するよう指導すること。 

登録のみを受けている者の場合、介護支援専門員証の交付申請を行うよう指示すること。 

（申請から交付までに１ヶ月要する。） 
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介護保険施設・事業所における事故等発生時の対応に係る指針

１ 目的

介護保険法に基づく運営基準等において，介護保険事業者（以下「事業者」という。）は，介護

サービスの提供による事故発生の防止並びに発生時の対応について、必要な措置が定められて

いる。

しかし，介護保険施設等における介護サービス提供中の重大な事故が後を絶たず、高齢者の

生命・身体の安全の確保が最優先の課題となっている状況である。

このため、介護サービスの提供に伴う事故発生の未然防止、発生時の対応及び再発防止への

取組等について次のとおり指針を定め、もって、利用者又は入所者等の処遇向上を図ることを目

的とする。

２ 事故発生の未然防止

（１）居宅サービス事業者

① 利用者に対するサービス提供により事故が発生した場合の対応方法について、

あらかじめ定めておくこと。

② 管理者は、従業者に対し、事故発生の防止に関する知識等を周知するとともに、

事業所外の研修等を受講させるよう努めること。

（２）施設サービス事業者

① 事故発生の防止のための指針を整備すること。

② 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。

（上記、指針、委員会及び研修についての詳細は、基準省令及び解釈通知を参照すること。）

３ 事故発生時の対応

（１）居宅サービス事業者

① 事故の態様に応じ、必要な措置を迅速に講じること。

② 当該利用者の家族、県 、市町村 、当該（所管県民局健康福祉部） （所在市町村及び保険者）

利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡・報告を行うこと。

③ 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録すること。

記録は２年間保存すること。）（

（２）施設サービス事業者

① 事故の態様に応じ、必要な措置を迅速に講じること。

② 当該利用者の家族、県 、市町村 等に連（所管県民局健康福祉部） （所在市町村及び保険者）

絡・報告を行うこと。

③ 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録すること。

記録は２年間保存すること。）（

４ 事故後の対応及び再発防止への取組

（１）居宅サービス事業者

① 賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。

② 事故発生の原因を解明し、再発防止のための対策を講じるとともに、全従業者

に周知徹底すること。

（２）施設サービス事業者

① 賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。

② 事実の報告及びその分析を通じた改善策を職員に対し周知徹底すること。
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（上記、報告、分析等についての詳細は、基準省令及び解釈通知を参照すること。）

５ 県 への報告（所管県民局健康福祉部）

（１） 報告すべき事故の範囲

報告すべき事故の範囲は，原則，以下のとおりとする。

① サービス提供による利用者の事故等

ア． 事故等とは，死亡事故の他，転倒等に伴う骨折や出血，火傷，誤嚥等サービス提供

時の事故により，医療機関で治療又は入院したもの及びそれと同等の医療処置を行っ

たものを原則とする。（事業者側の責任や過失の有無は問わず，利用者の自身に起因

するもの及び第三者によるもの（例：自殺、失踪、喧嘩）を含む。）

イ． サービス提供には，送迎等も含むものとする。

② 食中毒，感染症（結核，インフルエンザ他）の集団発生

③ 従業員の法律違反・不祥事等利用者の処遇に影響のあるもの

④ 火災，震災，風水害等の災害により介護サービスの提供に影響する重大な事故等

（２） 報告事項

県 への報告は，別紙様式を標準とする。ただし，市町村で報告様（所管県民局健康福祉部）

式が定められている場合や，別紙様式の各項目が明記されている書式がある場合には，そ

れによっても差し支えない。

（３） 報告手順

事故等が発生した場合は，速やかに家族等に連絡し、県 及び市（所管県民局健康福祉部）

町村 に報告する。（所在市町村及び保険者）

また，感染症の集団発生が疑われる場合には，速やかに管轄保健所に連絡し，併せて，

県 及び所在市町村に報告する。（所管県民局健康福祉部）

① 第一報

死亡事故等、緊急性の高いものは，電話等により事故等発生の連絡を行い，その後、

速やかに報告書を提出する。

② 途中経過及び最終報告

事業者は，事故処理が長期化する場合は，適宜，途中経過を報告するとともに，事故

処理が完了した時点で，最終報告書を提出する。

※ 参考（事故報告フロー図）

・家族へ連絡

（死亡事故等重大事故の場合）事故発生 ・県及び市町村に連絡

（居宅サービスの場合）・居宅介護支援事業所へ連絡

・サービス提供による利用者の事故等（死亡事故の他、骨折、誤嚥等）
・食中毒、感染症（結核、インフルエンザ他）の集団発生
・従業員の法律違反、不祥事等
・火災、震災、風水害等の災害

・事故の態様に応じ、必要な措置を迅速に講じ記録

連絡調整

事故報告 ○県への報告 県庁（長寿社会課）（所管県民局健康福祉部）

（所在市町村及び保険者）○市町村への報告

（※ ケースにより、途中経過及び最終報告）



（報告様式） 第１報：平成 年 月 日

第２報：平成 年 月 日

介護保険事業者・事故報告書
第１報（発生後速やかに報告）

名 称 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種類

事 業 所 所在地 電 話 番 号

報告者 職名 氏 名

利 用 者 氏 名 男 女 被保険者番号（ ）

明･大･昭 年 月 日 歳 要 介 護 度 要支援（ ・要介護（ ）生年月日 （ ） ）

発 生 日 時 平成 年 月 日（ ） 午前・午後 時 分 頃

（ ）発 生 場 所 □居室 □廊下 □トイレ □食堂 □浴室 □その他

事 故 の 概 要 事 故 種 別 □転倒 □転落 □誤嚥･異食 □誤薬 □失踪 □食中毒

（ ） （ ）□感染症等 □その他

）事 故 結 果 □通院 □入院 □死亡 □ □ □ □骨折 打撲･捻挫 切傷 その他（

報告･説明日時事故発生時の具体的状況 報告先

医師 ／ ：

管理者 ／ ：

／ ：担当ＣＭ

家族 ／ ：

県民局 ／ ：

市町村 ／ ：

／ ：

第２報（第１報後２週間以内）

事故後の対応 （利用者の状況、家族への対応等）

損害賠償 □有（□完結 □継続） □無 □未交渉

事故の原因

再発防止に関する今後の対応・方針

、 （ ） 。注１ 介護サービス提供中に事故等が発生した場合に この報告書を県 所管県民局 に提出してください

注２ 第２報提出時に事故対応が未完結の場合は、その時点での進捗状況や完結の見込みなどを、今後の対

応・方針欄に記載してください。なお、記入欄が不足する場合は、必要に応じ別に記載してください。
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食中毒（ノロウイルス）注意報が発令されています！

岡山県は平成２２年１１月１１日に、県内全域に食中毒（ノロウイルス）注意報を発

令しました。

施設・事業所において集団食中毒等が疑われる事態が発生した場合は、速やかに食品

衛生の窓口、事業所所在の市町村及び事業所所管の県民局の３カ所に連絡をしてくださ

い。

１．食品衛生窓口

保健所名 担当課 所在地 電話番号 管轄区域

玉野市 瀬戸内市
岡山市中区古京町

備前 衛生課 吉備中央町 備前市
1-1-17

086-272-3947

赤磐市 和気町

総社市 早島町

備中 衛生課 倉敷市羽島 笠岡市 井原市 浅口市1083 086-434-7026

里庄町 矢掛町

備北 備北衛生課 高梁市落合町近似 高梁市 新見市0866-21-2837

286-1

真庭 真庭衛生課 真庭市勝山 真庭市 新庄村591 0867-44-2918

津山市 鏡野町 美咲町

美作 衛生課 津山市椿高下 久米南町 美作市 勝央町114 0868-23-0115

奈義町 西粟倉村

岡山市北区鹿田町

岡山市 衛生課 岡山市保健福祉 岡山市1-1-1 086-803-1257

会館 階2

倉敷市 生活衛生課 倉敷市笹沖 倉敷市170 086-434-9826

２．事業所所在の市町村

３．事業者指導窓口（事業所の所在地を管轄する県民局）

巻末ページの質問窓口と同様

県
の
保
健
所

市
の
保
健
所
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ノロウイルス食中毒の予防のポイント

１ 『清潔 （ウイルスを付けない）． 』

（１）調理前や用便後は、石けんを用いて十分な流水で手をよく洗いましょう。

ノロウイルスは「アルコール」や「逆性石けん」などでは十分な消毒効果が期待

できません。手指は、石けんをよく泡立ててしっかりもみ洗いし、水で十分にウイ

ルスを洗い流すことが大切です。

（２）食品に直接触れる際にはできるだけ「使い捨て手袋」を着用しましょう。

（３）下痢やおう吐等の症状がある場合は、食品を直接取り扱う作業に従事しないよう

にしましょう。

ノロウイルスは下痢等の症状がなくなっても、通常では１週間程度、長いときに

は１ヶ月程度ウイルスの排泄が続くことがあるので、症状が改善した後も、しばら

くの間は直接食品を取り扱う作業をさせないようにすべきです。

（４）二枚貝などを取り扱う時は、専用の調理器具（まな板、包丁等）を使用するか、

取り扱った後は、調理器具を十分に洗浄消毒しましょう。まな板、包丁、へら、食

器、ふきん、タオル等は熱湯（８５℃以上）で１分以上の加熱が有効です。

また、次亜塩素酸ナトリウム（※）による消毒も有効です。

※塩素系の漂白剤（使用に当たっては「使用上の注意」を確認しましょう ）。

（５）１１月頃から２月の間に、乳幼児や高齢者の間でノロウイルスによる急性胃腸炎

が流行します。この時期の乳幼児や高齢者の下痢便および吐ぶつには、ノロウイル

スが大量に含まれていることがありますので、おむつ等の取扱いには十分注意しま

しょう。

１２日以上前にノロウイルスに汚染されたカーペットを通じて、感染が起きた事

例も知られており、時間が経っても、患者の吐ぶつ、ふん便やそれらにより汚染さ

れた床や手袋などには、感染力のあるウイルスが残っている可能性があります。こ

のため、これら感染源となるものは必ず処理をしましょう。

床等に飛び散った患者の吐ぶつやふん便を処理するときには、使い捨てのガウン

（エプロン 、マスクと手袋を着用し汚物中のウイルスが飛び散らないように、ふん）

便、吐ぶつをペーパータオル等で静かに拭き取ります。拭き取った後は、次亜塩素

酸ナトリウム※（塩素濃度約 ）で浸すように床を拭き取り、その後水拭きを200ppm

します。おむつ等は、速やかに閉じてふん便等を包み込みます。

おむつや拭き取りに使用したペーパータオル等は、ビニール袋に密閉して廃棄し

ます。

２ 『加熱 （ウイルスをやっつける）． 』

（１）加熱が必要な食品は、中心部まで十分に加熱して食べましょう。

食品の中心温度８５℃以上で１分間以上の加熱を行えば、感染性はなくなるとさ

れています。

（２）特に、子供やお年寄りなどの抵抗力の弱い方は、加熱が必要な食品は中心部まで

十分に加熱して食べましょう。
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